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1. 吸収分割契約の内容 

 

別紙 1のとおりです。 

 

 

 

2. 会社法第 758条第 4号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

 

東京瓦斯株式会社（以下「当社」といいます。）は、東京ガス不動産株式会社（以下

「承継会社」といいます。）との間で締結した 2020 年 2 月 21 日付吸収分割契約書（以

下「吸収分割契約書」といいます。）に基づき、2020 年 4 月 1 日を効力発生日（以下

「効力発生日」といいます。）として、当社から承継会社に、当社が所有し主に事業所

や事業用地、福利厚生施設として利用する不動産及びこれに関わる保有、維持、管理、運

営、賃貸借、売買等の不動産事業に関して有する権利義務を承継させる吸収分割（以下

「本分割」といいます。）を行うことを決定いたしました。 

 

本分割に際して、承継会社は、当社に対して一切の対価を交付しません。当社は、本分

割の効力発生時点において承継会社の全株式を所有していることから、当社はこれを相

当であると判断いたしました。 

 

 

3. 会社法第 758条第 8号に掲げる事項についての定め 

 

該当事項はありません。 

 

 

4. 会社法第 758条第 5号及び第 6号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

 

5. 吸収分割承継会社についての計算書類等に関する事項 

 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

別紙 2のとおりです。 
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(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

該当事項はありません。 

 

 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

承継会社は、東京ガス不動産ホールディングス株式会社（住所：東京都新宿区西

新宿三丁目７番１号）との間で締結した 2019年 2月 25日付吸収合併契約書に基づ

き、2019 年 4 月 1 日を効力発生日として、東京ガス不動産ホールディングス株式

会社の権利義務全部を承継する吸収合併（以下「本分割外合併 1」といいます。）

を行いました。 

承継会社は、東京ガス用地開発株式会社（住所：東京都新宿区西新宿三丁目７番

１号）との間で締結した 2019年 2月 25日付吸収合併契約書に基づき、2019年 4月

1 日を効力発生日として、東京ガス用地開発株式会社の権利義務全部を承継する吸

収合併（以下「本分割外合併 2」といいます。）を行いました。 

承継会社は、東京ガスリース株式会社（住所：東京都新宿区西新宿三丁目７番１

号）との間で締結した 2019年 2月 25日付吸収分割契約書に基づき、2019年 4月 1

日を効力発生日として、承継会社から東京ガスリース株式会社に、承継会社の保

険事業に関して有する権利義務を承継させる吸収分割（以下「本分割外分割 1」と

いいます。）を行いました。 

承継会社は、当社との間で締結した 2019年 3月 25日付吸収分割契約書に基づき、

2019 年 6 月 1 日を効力発生日として、当社から承継会社に、当社が所有し主に不

動産賃貸事業等の用に供する不動産及びこれに関わる開発、保有、維持、管理、

運営、賃貸借、売買等の不動産事業に関して有する権利義務を承継させる吸収分

割（以下「本分割外分割 2」といい、本分割外合併 1、本分割外合併 2 及び本分割

外分割 1と併せて「本分割外再編」と総称します。）を行いました。 

 

 

 

6. 吸収分割株式会社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

当社は、承継会社との間で本分割外分割 2を行いました。 
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7. 吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割株式会社の債務及び吸収分割承継会社

の債務（吸収分割株式会社が吸収分割により吸収分割承継会社に承継させるものに限

る。）の履行の見込みに関する事項 

 

当社は、本分割を行うにあたり、効力発生日以後における当社及び承継会社の債務の履

行の見込みに関し、下記のとおり判断しました。 

 

記 

 

(1) 当社及び承継会社の最終事業年度の末日（2019 年 3 月 31 日）以降本日までの間、

当社及び承継会社の債務の履行に支障を及ぼすような大幅な減収、多額の損失の

発生等は生じておらず、当社においては本分割外分割 2により当社の資産及び負債

の額が変動し、承継会社においては本分割外再編により承継会社の資産及び負債

の額が変動し、また、効力発生日までに当社及び承継会社の資産及び負債の額が

変動すること、並びに本分割により当社及び承継会社の資産及び負債の額が変動

することも予想されるものの、これらの変動を考慮しても効力発生日において当

社及び承継会社の資産の額が負債の額を上回ることが見込まれています。 

 

(2) また、本分割の効力発生日以後において、本分割後の当社及び承継会社が負担す

べき債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は現在のところ予想されておりませ

ん。 

 

(3) 以上より、本分割の効力発生日以後における当社及び承継会社の債務について、

履行の見込みがあるものと判断します。 

 

 

以 上 

 

 

会社法第 782 条第 1 項の定めに基づき、本店に備え置くべきものは以上のとおりでありま

す。 

 

2020年 2月 27日 

 

東京都港区海岸一丁目５番２０号 

東京瓦斯株式会社 

代表取締役 内田高史 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 1 

吸収分割契約の内容 

 

  



























 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 2 

吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 
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（旧会社名 東京ガス都市開発株式会社） 
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事  業  報  告 
 

平成３０年 ４ 月 １ 日から 

平成３１年 ３ 月３１日まで  

 

Ⅰ 事業の概況 

 １．事業の経過および成果  

  （１）事業の経緯および収支の状況  

当期における我が国の経済は、好調な企業の業績に支えられ、緩やかな回   

復基調が続いています。こうした経済状況を受けて不動産市況は、高品質なオ

フィスを求める企業の活発な動きや、利便性を重視する堅調な住宅ニーズに支

えられ、引き続き好調を維持しています。 

このような事業環境の下、当社は新宿パークタワー等の一般向け賃貸建物や 

東京ガスグループ向けの業務用建物において、お客さま満足度の向上と効率的

な運営管理に努めるとともに、テナントの新規獲得・維持を通じて外部収益の

拡大に取り組んでまいりました。 

また、昨年度より四大用地（豊洲・田町・銀座・呉服橋）を除く中小規模用

地活用の企画・推進機能が当社へ移管されたことを受け、事業化の見込める遊

休地の早期開発に向けて具体的な検討を推進しており、中規模賃貸住宅の第一

号案件としてラティエラ練馬の着工（令和元年 10月竣工予定）をはじめ、板橋

用地での賃貸住宅の事業化が新たに決定しました。  

加えて、東京ガスグループ内の事業再編により株式会社キャプティ（以下「キ

ャプティ」）が所有する不動産の一部を吸収分割契約（効力発生日平成30年10

月1日）により当社が承継し、これにより新たに賃貸物件（１２物件）が増加

することとなりました。 

そのほか、芝パークビルを取得・運営する特定目的会社への出資後の運営管

理や、虎ノ門二丁目再開発事業に係る特定目的会社への出資、東京ガス用地開

発株式会社（以下「東京ガス用地開発」）から委託を受け、同社所有用地の一

部売却による事業用資産の買換え特例を活用した賃貸住宅４物件の取得支援

と当該物件のマスターリースによる運営管理などの取組みを行いました。  

以上の経緯に伴い、当期の営業収益は、建物賃貸料の増加により、前期比１０億

９０百万円増の２５４億４百万円となりました。 

営業利益につきましては、新宿パークタワー資産（償却限度額に達した資産の

１円までの償却開始）やキャプティ承継資産に関する減価償却費の増加があった

ものの大規模設備更新・補修が少なかったことによる固定資産除却費・修繕費の

減少などにより、前期比７億４５百万円増の７４億４百万円となりました。 

また、経常利益につきましては、芝パーク特定目的会社からの受取配当金の

増があり、前期比１０億４５百万円増の７７億７７百万円となりました。  

この結果、当期純利益につきましては、７億６１百万円増の５４億３百万円

となりました。 
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以下部門の概況につきまして、ご報告申し上げます。 

 

（ビル賃貸事業部門）  

賃貸建物面積につきましては、キャプティから建物の承継（１０物件）と東

京ガス用地開発が所有する４物件のマスターリースにより増加し、当期末にお

いて、８０棟１戸・延面積６４４，７７１㎡となりました。 

建物賃貸料等の営業収益につきましては、上記のとおり賃貸物件の増加と新

宿パークタワーにおける新規テナントの賃料フリーレント期間の終了等から、

前期比９億２０百万円の増収となりました。 

（その他の事業部門）  

その他の事業収益につきましては、キャプティから土地の承継（２物件）や保

険手数料の増加等から、前期比１億６９百万円の増収となりました。 

 

  （２）設備投資の状況  

当期の設備投資額は３２億１百万円で、その主なものは、ラティエラ練馬・Ｔ

Ｇ北浦和ビルの新築工事および新宿パークタワー・東京ガスビルディング（浜

松町ビル）の改修等に伴う投資額であります。  

 

  （３）資金調達の状況  

当期の所要資金は自己資金および借入金により調達いたしました。長期借入

金残高は４０億円となっております。また、短期貸付金として１８６億１６百

万円を東京ガス株式会社に貸し付けております。  

 

（４）他の会社の株式の取得・処分の状況  

当社は、東京ガスグループの「２０１８－２０年度経営計画“ＧＰＳ２０２

０”」において、重点取組分野の１つと位置付けている不動産事業を推進する

中、既存ビル再開発や大型不動産取得・開発・運営等の知見・ノウハウ等の習

得を目的とし、「Ｔ２特定目的会社（虎ノ門二丁目再開発事業）」の優先出資

証券８９,０４０口・価額４ ,４５３百万円を平成３１年３月２５日付で取得し、

同社の４１．８％の議決権を得ております。また、平成３０年３月１９日付で

取得した「芝パーク特定目的会社」の優先出資証券については、平成３０年８

月３１日と平成３１年２月２８日に減資が行われ、持分１１，９０４口・価額

１１，９０５百万円となりました。なお、議決権については同社の２５％であ

り、昨年度と変わりありません。 

 

（５）会社が対処すべき課題  

これまで東京ガスグループの不動産事業は、東京ガス不動産ホールディング

ス株式会社（以下「東京ガス不動産ホールディングス」）のもと、東京ガス用

地開発が大規模用地の開発および運営管理を、当社が不動産管理・賃貸・仲介

および一部の中小規模用地の開発を行ってきましたが、今後、不動産事業を東



 3 

京ガスグループ収益の柱の一つとして成長させるため、平成３１年４月１日に

東京ガスの不動産関連子会社である当社および東京ガス不動産ホールディン

グス、東京ガス用地開発の三社を統合し、当社を存続会社として会社の商号を

東京ガス不動産株式会社に変更しました。 

これからは、不動産事業における経営資源の一元化を通じ、収益の拡大と一

層の経営効率化を図り、東京ガスグループ中期経営計画「ＧＰＳ２０２０」に

おいて掲げた「総合エネルギー事業の進化」ならびに「地域開発サービスの拡

大」を実現するために以下３つの課題に取り組んでまいります。 

①ストック型（賃貸型）不動産事業の推進による外部利益拡大の追及  

②東京ガスグループの競争力向上に資する不動産関連サービス強化・業務用建

物の効率化とコストダウン・リスク低減の追求  

③三社統合の効果を最大化するための取組みの推進 (新社組織・体制の早期定 

着、社員の一体感の醸成・コミュニケーションの充実、業務プロセス改革や

働き方改革、決世代リーダー等の人材育成、人事制度含む諸制度改革等 ) 

 

  （６）財産および損益の状況の推移  

                         単位：百万円（単位未満切捨て）  

区   分  
第 25期  

（平成 27年度） 

第 26期  

（平成 28年度） 

第 27期  

（平成 29年度） 

第 28期  

【当期】  

（平成 30年度） 

営 業 収 益  23,458 23,814 24,314 25,404 

経 常 利 益  4,816 5,891 6,732 7,777 

当 期 純 利 益 4,106 4,083 4,642 5,403 

1株当たり当期純利益 16,425円 07銭  16,332円 24銭  18,567円 24銭  21,258円 19銭  

総 資 産  132,371 136,183 139,767 154,409 

純 資 産  90,045 92,897 96,314 106,279 

1株当たり純資産額 360,112円 87銭  371,517円 12銭  385,184円 36銭  411,455円 84銭  

第２５期（平成２７年度） 

当期は、呉服橋ビルのマスターリース終了や福利厚生施設管理業務の移管によ

り営業収益が減少したものの、賃借料、固定資産除却費および水道光熱費等の大

幅な減少が営業収益の減少を補填する形となり、加えて支払利息の減少等もあり、

経常利益は前期比８億９百万円増の４８億１６百万円となりました。  

当期純利益につきましては、前期のような特別利益の計上等がなかったこと

から、前期比２０億６７百万円減の４１億６百万円となりました。 

第２６期（平成２８年度） 

当期は、新宿パークタワーの入居率の改善等により建物賃貸料が増加し、加え

て、減価償却費および水道光熱費の減少等により、経常利益は前期比１０億７

５百万円増の５８億９１百万円となりました。  

当期純利益につきましては、前期のような税制改正による法人税負担の軽減

がなかったことから、前期比２３百万円減の４０億８３百万円となりました。 
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第２７期（平成２９年度） 

当期は、ＴＧ関内ビルの竣工、新宿パークタワーにおいて新規テナントの賃料

フリーレント期間終了等により建物賃貸料が増加し、加えて、修繕費および減価

償却費の減少等もあり、経常利益は前期比８億４１百万円増の６７億３２百万

円となりました。 

当期純利益につきましては、前期比５億５８百万円増の４６億４２百万円と

なりました。 

第２８期（平成３０年度）は、前記の｢Ⅰ .１．(１)事業の経緯および収支の状況」

に記載のとおりであります。 

 

  （７）重要な親会社および子会社の状況  

①親会社に関する事項 

   当社の親会社は東京ガス不動産ホールディングスであり、同社は当社株式

２５０，０４８株（出資比率９６ .８％）を保有しております。 

なお、東京ガス不動産ホールディングスは東京ガス株式会社の子会社（出

資比率１００％）であります。 

また、今期は、平成３０年１０月１日付でキャプティが所有する不動産の

一部を吸収分割契約により承継した際に発行した株式８，２５２株（出資比

率３.２％）が増加しておりますが、この株式は東京ガス株式会社が親会社と

して保有しております。  

    ②子会社に関する事項 

会    社    名  資  本  金  当社の議決権比率  主な事業内容  

パークタワーホテル株式会社 1,000百万円  100％  ホテルの経営  

      上記の重要な子会社の売上高は８,７１３百万円(前期比２.９４％増)、経常利益は６６８百万円、 

当期純利益は５８０百万円であります。 

会    社    名  資  本  金  当社の議決権比率  主な事業内容  

東京ｶﾞｽﾌｧｼﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ株式会社 50百万円  100％  ビルの管理  

上記の重要な子会社の売上高は９,９１５百万円(前期比３.９２％増)、経常利益は２７９百万円、  

当期純利益は１７８百万円であります。 

 

  （８）親会社等との取引に関する事項  

①親会社等との取引においては、建設費および市場価格を勘案・交渉のうえ、   

合理的な判断に基づき、公正かつ適正に決定した一般的な取引条件と同様の

適切な条件により建物賃貸、受託施設管理、用地の仲介、ビル管理業務等を

行っています。 

②取締役会は、親会社等との取引に係る社内体制および取締役会への具体的報 

告内容を総合的に検証した結果、当該取引が当社の利益を害するものではな

いと判断しています。 
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  （９）主要な事業内容  

建物の賃貸・管理 

土地・建物の仲介 

東京ガス株式会社建物等の維持管理 

損害保険代理業 

 

  （１０）主要な事業所  

本社（東京都新宿区）、東京ガスビルディング（東京都港区）  

 

（１１）使用人の状況  

使用人数（前期末比増減）  平均年齢  平均勤続年数  

１６５  名（６名増）  ４４歳  ６月  １３年  ８月  

 

（１２）借入先  

借    入    先 借 入 額 
借入先が有する当社の株式  

持 株 数 議決権比率  

東 京 ガ ス 株 式 会 社 4,000百万円  8,252株  3.2％  

 

２．株式の状況  

（１）発行可能株式総数   ３００，０００株 

（２）発行済株式の総数   ２５８，３００株 

（３）当期末株主数           ２名 

（４）株主 

株   主   名 
当社への出資状況 

持株数  議決権比率  

東 京 ガ ス 不 動 産 ホ ー ル

ディングス株式会社  
250,048株  96.8％  

東京ガス株式会社   8,252株   3.2％  
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３．会社役員に関する事項  

（１）取締役および監査役の氏名等          

地位  氏名  担当  重要な兼職の状況  

取締役社長 

(代表取締役） 
秋 元 茂 樹 

 

 

東京ｶﾞｽ不動産ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社取締役 

東京ｶﾞｽﾌｧｼﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ株式会社取締役 

パークタワーホテル株式会社取締役 

取 締 役 中 村 昌 行 技術管理部長  

取 締 役 稲 森 哲 郎 人事総務部長  

取 締 役 三 田 正 浩 事業推進プロジェクト部長  

取 締 役 久 保 雄 二 ＦＭ推進部長  

取 締 役 新 谷 幸 司 不動産営業部長  

取 締 役 柴 田   理 不動産開発部長  

取 締 役 永 友   修 総合企画部長 東京ベイゴルフ株式会社取締役 

監 査 役 行 木 一 男  

東京ｶﾞｽ不動産ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社監査役 

東京ガス用地開発株式会社監査役 
東京エルエヌジータンカー株式会社監査役 

(注)＜第２７回定時株主総会で決議された取締役、監査役の退任および選任について＞ 

   ①取締役 臼木正治は、平成３０年６月２８日取締役を退任いたしました。 

   ②監査役 石坂尚樹は、平成３０年６月２８日監査役を退任いたしました。 

   ③取締役 稲森哲郎は、平成３０年６月２８日取締役として選任されました。 

   ④監査役 行木一男は、平成３０年６月２８日監査役として選任されました。 

 

  ＜臨時株主総会で決議された取締役の退任および選任について＞ 

    ①取締役社長 秋元茂樹は、平成３１年３月３１日取締役社長を退任いたしました。 

②取締役 中村昌行は、平成３１年３月３１日取締役を退任いたしました。 

③取締役 稲森哲郎は、平成３１年３月３１日取締役を退任いたしました。 

         ④取締役 三田正浩は、平成３１年３月３１日取締役を退任いたしました。 

         ⑤取締役 新谷幸司は、平成３１年３月３１日取締役を退任いたしました。 

         ⑥取締役 柴田 理は、平成３１年３月３１日取締役を退任いたしました。 

         ⑦取締役 永友 修は、平成３１年３月３１日取締役を退任いたしました。 

 

         平成３１年４月１日開催の臨時株主総会および取締役会において、平成３１年４月１日付で次の

とおり新任の取締役社長および常務取締役および取締役が選任されました。 

         （就任）取締役社長 小林 裕明 

             常務取締役 西村  優 

             常務取締役 児山  靖 

             常務取締役 土方 教久 

               取締役 久保 雄二 

               取締役 田村 知巳 
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（２）取締役および監査役の報酬等の額 

   取締役  ９名  １０９百万円（うち社外 －名  －百万円） 

     監査役   ２名    ６百万円（うち社外 －名  －百万円） 

      （注）取締役および監査役の報酬等の額には、役員退職慰労金が含まれています。 

 

４．会計監査人の状況  

   会計監査人の名称  有限責任 あずさ監査法人 

 

５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針  

当社は、経営の健全性・透明性を確保し、企業理念を実現させるため、以下の内

部統制に関する体制を整備しております。 

 

（１）取締役の職務執行が法令・定款等に適合することを確保するための体制  

①取締役は、当社で定めた「企業としての行動基準」・「役員･社員の行動基準」

を遵守するとともに、東京ガス株式会社および東京ガス子会社におけるコン

プライアンス体制の基盤として定められた「企業行動理念」・「私たちの行動

基準」も併せて遵守する。  

②取締役会は、取締役会規則に基づき、内部統制の整備に係る基本方針を決定

する。  

③代表取締役は、取締役会が決定した基本方針に基づき、内部統制を整備する

役割と責任を負う。  

④取締役は、経営に重大な影響を及ぼす事項を発見した場合には、遅滞なく取

締役会および監査役に報告する。  

⑤取締役会は、取締役の職務執行に対し、監査役は監査役監査基準に基づき監

査する体制を整備する。  

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制  

代表取締役は、取締役の職務の執行に係る情報について、「情報資産管理基本

規則」に基づき、「情報管理規則」、「特定文書取扱規則」、「文書・帳簿等保存

規則」、「個人情報保護基本規則」により、その保存媒体に応じて、適切かつ

確実に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。  

 

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

①取締役会は、法令、定款、ならびに取締役会規則が定める取締役会付議事項

を決議する。また、同規則に基づき、取締役会を 3 ヶ月に１回以上開催する

ほか、必要に応じて随時開催する。なお、取締役会付議事項中、事前審議を

要する事項、その他経営に係わる重要事項については、「経営会議」におい

て審議する。  

②代表取締役は、取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規則

（ミッションステートメントおよび業務分掌）ならびに職責権限規則におい
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て、それぞれの責任者、およびその責任、執行手続の詳細について定める。 

③代表取締役は、取締役会規則の定めに従い、業務執行の状況を取締役会に報

告する。  

④取締役会は、「中期経営計画」を策定し、それに基づく主要経営目標を設定

する。合わせて年度毎の部門別目標を設定し、実績を管理することにより、

効率的かつ効果的な取締役の職務執行を確保する。  

 

（４）損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

①取締役会は、「リスク管理規則」に基づき、業務執行に係る重要リスクを特

定する。また、「取締役会」は毎年、当該重要リスクを見直す。  

②取締役会は、「市場リスク管理規則」に基づき、年１回、デリバティブ取引

等のリスク管理の状況について報告を受けるものとする。  

③代表取締役は、投資、出資、融資、および債務保証に関する案件に対しては、

採算性およびリスク評価を行い、その結果を踏まえて「経営会議」もしくは

「取締役会」に付議する。  

④代表取締役は、非常災害、非常事態等の不測の事態が発生した場合には、「非

常事態対応マニュアル」等に従い所定の体制を整備し、迅速かつ適切な対応

を図る。  

⑤取締役は、社内各部門が、業務遂行に伴うリスクを自ら把握するとともに、

対応策を自ら策定・実施しリスクを管理する体制を整備する。  

 

（５）使用人の職務執行が法令・定款・その他のルールに適合することを確保する

ための体制  

①取締役会は、「企業としての行動基準」・「役員・社員の行動基準」および東

京ガス株式会社および東京ガス子会社で定められた「企業行動理念」・「私た

ちの行動基準」の遵守を図るため、コンプライアンス体制の適切な整備・運

用を推進するための審議・調整機関として、「コンプライアンス委員会」を

設置する。社内各部門におけるコンプライアンス体制の適切な整備・運用の

推進を支援するために、総務部に「コンプライアンス推進事務局」を設置す

る。また、法令・定款違反その他コンプライアンスに関する疑義のある行為

等についての相談窓口として、「総合相談窓口」を設置するとともに、「東京

ガスコンプライアンス相談窓口」の設置を周知する。  

②取締役会は、当社のコンプライアンス体制の整備・運用状況については、監

査役がこれを監査し、問題があると認めるときは、その改善を求めることが

できる体制を整備する。  

 

（６）東京ガス株式会社を含む企業集団における業務の適正を確保するための体制  

①取締役会は、東京ガス株式会社が定めた「企業行動理念」および「私たちの

行動基準」等を遵守し、業務の適正を確保するために必要な諸規則を制定す

る。また、取締役および監査役は、業務の適正を確保するために善良なる管
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理者としての注意義務を負う。  

②取締役は、東京ガス株式会社ならびに東京ガス不動産ホールディングスの子

会社管理規則に従い、株主権行使に関する事項等重要事項については、東京

ガス不動産ホールディングスを通じて東京ガス株式会社の承認を受け、ない

しは報告等を行う。  

③取締役会は、東京ガス株式会社の管理その他の点が、法令・定款違反その他

コンプライアンス上問題があると認めた場合には、同社コンプライアンス部

等同社の適切な部門へ報告する体制を整備する。また、上記問題に対し、取

締役および監査役は善良なる管理者としての注意義務を負う。  

④取締役会は、監査に際して、監査役が東京ガス株式会社監査役および同社監

査部と密接な連携を保ち、効率的かつ有効な監査を実施し、監査結果を取締

役会、および代表取締役に報告する体制とする。  

 

（７）取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

告に関する体制、および監査役の監査が実効的に行われることを確保する体

制  

①取締役会は、監査役の職務の執行に必要な事項に関して監査役が随時取締役

および使用人に対して報告を求めることができる体制を整備する。  

②取締役会は、監査役が、随時、取締役と意見交換の機会を持つこと、重要な

会議へ出席し必要があると認めるときに適法性等の観点から意見を述べる

こと、および重要情報に関する情報を入手できること、を保証する。  

③取締役会は、監査役が会計監査人、東京ガス株式会社監査役、および同社監

査部と連携することにより、監査の実効性を確保できる体制を整備する。  

 

 ６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要  

当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、 

体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運  

用状況の概要は以下のとおりです。  

 

（１）コンプライアンスに対する取組の状況  

①社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を４回開催し、当社員の  

コンプライアンスマインドの定着状況等について主管部署から報告を受け  

ました。  

②当社は、「東京ガスグループ役員・社員の行動基準」に関する職場勉強会を  

年２回実施しました。  

③東京ガスグループで実施したコンプライアンスアンケートの結果は、各部  

署において内容の共有を行い、コンプライアンスマインドの向上に努めま  

した。  
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（２）取締役の職務の執行にかかわる情報の保存および管理に関する体制  

①１６回開催された取締役会の議事録はセキュリティが確保された場所で適  

 切に保管しました。  

②機密情報の取扱いや電子メール、インターネット利用における「基本動作」  

の留意点をテーマにした「情報セキュリティ教育・自主検査」を役員・社員

全員対象に実施しました。  

③情報の外部流失防止のため、標的型攻撃メール対策訓練を１回実施しました。 

 

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

     社長、取締役、監査役および部長が出席する経営会議を４８回開催し、取締  

役会付議事項および経営に係る重要事項について審議を行いました。  

 

（４）損失の危険の管理に関する規定その他の体制  

    ①非常時における対策本部と各隊の連携強化および意思決定の迅速化を目的

に、首都直下型地震（震度６弱）の発生を想定した実動訓練を実施しました。  

    ②新宿パークタワーの消防訓練および防災訓練を実施しました。  

 

（５）東京ガス株式会社を含む企業集団における業務の適正を確保するための体制  

    ①内部統制の自主点検（１次評価）結果を社長に報告し、２次評価を実施する

東京ガス監査部に提出しました。  

    ②東京ガス監査部による２次評価を受け、有効であるとの評価を得ました。  

 

（６）取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報  

告に関する体制、および監査役の監査が実効的に行われることを確保する体    

制  

    ①監査役は、取締役会および経営会議に出席し取締役の業務執行状況について  

独立した立場から、経営の監視・監督を行っております。  

    ②監査役はコンプライアンス委員会に出席するほか、稟議書（上申書）等を閲  

覧することにより、監査の実効性の向上を図っております。  

 

 

（注）文中の金額は、単位未満切捨てとなっております。 
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貸   借   対   照   表  

（平成３１年３月３１日現在）  

単位：百万円（単位未満切捨て）  

（  資    産    の    部  ） （  負    債    の    部  ） 

流 動 資 産 １９，９５６ 流 動 負 債 ５，６４０ 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

貯 蔵 品 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

５５９ 

５６６     

１１ 

１８，６１６      

２０２ 

 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

1年内返済予定預り保証金・敷金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

１，２５３ 

５７４ 

７４４ 

１，４１２ 

  １，０８７ 

１０ 

１４８ 

４０８ 

固  定  資  産 １３４，４５２ 固 定 負 債 ４２，４８９ 

有 形 固 定 資 産 １１７，１５６ 長 期 借 入 金 

預 り 保 証 金 ・ 敷 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他 

４，０００ 

２１，９７０ 

５８４ 

２ 

１５，７９２ 

１４０ 

 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

１００，８３７ 

８９４ 

４６１ 

０ 

３７０ 

１２，９９７ 

１，５９５  

無 形 固 定 資 産 １５４ 負  債  合  計 ４８，１３０  

借 地 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

１２ 

１３４ 

７ 

 

（ 純   資   産   の   部 ）  

株 主 資 本 １０６，２７９ 

資 本 金 

 

資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金  

 そ の 他 資 本 剰 余 金   

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金  

 そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

固定資産圧縮積立金  

繰 越 利 益 剰 余 金   

１１，８９４ 

 

１０，２９３ 

４，３３９ 

投 資 そ の 他 の 資 産 １７，１４２ ５，９５４ 

８４，０９１ 

４１１ 

８３，６８０ 

１３，５００ 

２，２０４ 

６７，９７５ 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

その他の関係会社有価証券 

差 入 敷 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

４５ 

５６ 

１６，３５９ 

５４９        

１３２ 

△１ 

純 資 産 合 計 １０６，２７９ 

資  産  合  計  １５４，４０９ 負債及び純資産合計  １５４，４０９ 
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損  益  計  算  書 
平成３０年４月 １日から 

平成３１年３月３１日まで 

 

単位：百万円（単位未満切捨て）  

 

 

 

項     目  金    額 

営 業 収 益 

 

営 業 原 価 

２５，４０４  
 

１７，１１１  

営 業 総 利 益 ８，２９２  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ８８７  

営 業 利 益 ７，４０４  

営 業 外 収 益 ３７７  

受    受 取 利 息 及 び 配 当 金  

         そ の 他 

３６３  

１４  

営 業 外 費 用 ５  

支 払 利 息  

そ     の    他 

０  

５  

経 常 利 益 ７，７７７  

税 引 前 当 期 純 利 益 ７，７７７  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ２，４１６  

法 人 税 等 調 整 額 △４２  

当 期 純 利 益 ５，４０３  
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
平成３０年 ４ 月  １日から 

平成３１年 ３ 月３１日まで 

                                           

                         単 位 ： 百 万 円 （ 単 位 未 満 切 捨 て ）  

 
株  主  資  本 

純資産 

合計 
資本金 

資 本 

剰余金 
利 益 剰 余 金 

株主資

本 

合 計 資 本 

準備金 

その他 

資 本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合 計 
別 途 

積立金 

固定資産 

圧縮 

積立金 

 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 11,894 4,339 － 4,339 411 13,500 2,271 63,898 80,081 96,314 96,314 

当期変動額   

  

       

剰余金の 

配当 
  

  

   △1,393 △1,393 △1,393 △1,393 

企業結合 

による増加 
  5,954 5,954      5,954 5,954 

固定資産圧縮 

積立金取崩し 
  

  

  △67 67 － － － 

当期純利益   

  

   5,403 5,403 5,403 5,403 

当期変動額 

合計 
－ － 5,954 5,954 － － △67 4,077 4,010 9,964 9,964 

当期末残高 11,894 4,339 5,954 10,293 411 13,500 2,204 67,975 84,091 106,279 106,279 

 



 14 

個 別 注 記 表 
 

平成３０年  ４  月  １ 日から  

平成３１年  ３  月３１日まで  
 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）有価証券の評価基準および評価方法 

    ①満期保有目的の債券          償却原価法（定額法） 

    ②子会社株式              移動平均法による原価法 

    ③その他有価証券（時価のないもの）   移動平均法による原価法 

  

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法 

    ①貯蔵品                移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

 （３）固定資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産 

      平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成２８年４

月１日以降に取得した建物附属設備および構築物は定額法、その他の有形固定資産につい

ては、定率法によっております。 

       なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

②無形固定資産 

      定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

 （４）引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等については個別回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

    ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法による見込額）

および年金資産の見込額に基づいて、当期末において発生していると認められる額を計上

しております。 

    ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

 （５）消費税等の会計処理 

    消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

  （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２８号 平成30年2月16日）を当事

業年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

 （１）担保に供している資産            その他の関係会社有価証券    １１,９０５百万円                             

その他投資                         １０百万円 

   （注1）その他の関係会社有価証券は、特定目的会社への出資であり、特定目的会社の事業資金借

入先へ質権設定しております。 

   （注2）その他投資は、宅地建物取引業法に基づき供託している営業保証金です。 
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（２）有形固定資産の減価償却累計額 

 

（３）関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

 

 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

 （１）関係会社との取引高 

     営業取引による取引高 

      営業収益 

      営業原価等 

     営業取引以外の取引による取引高 

資産譲渡高 

      その他 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 （１）発行済株式の総数に関する事項 

  当社は平成３０年１０月１日付で株式会社キャプティの事業の一部を会社分割により承継した

際、株式８，２５２株を発行し交付しております。 

 （２）配当に関する事項 

①当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

②当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

  当社は、平成３１年４月１日に、親会社の１つである東京ガス不動産ホールディングス株式会社

を吸収合併し、その際取得した自己株式２５０,０４８株を消却します。 

よって、効力発生日時点での株式数は８,２５２株となる予定であり、その場合の１株当たり配 

当額は２３５,５８０円となります。なお、配当金の総額については、吸収合併した東京ガス不

動産ホールディングス株式会社の当期純利益相当額も加味した上で算定しております。 

 

６．金融商品の時価等に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は運転資金および設備投資資金は、主に自己資金で賄っておりますが新規投資案件への対

応を考慮し平成３１年３月から親会社からの借入も実施しております。また、資金運用について

は、東京ガスグループのキャッシュ・マネジメント・システム等を利用し、短期の運用に限定し

ております。 

 ２６１,４３０百万円 

短期金銭債権 １９,１０９百万円 

長期金銭債権 ３６６百万円 

短期金銭債務 ５８５百万円 

長期金銭債務  １７,４３３百万円 

１５，２７２百万円 

３，５７１百万円 

１，２７０百万円 

３３百万円 

 

 

 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式     250,048 8,252         ―      258,300 

決議 
株式の 

種 類 

配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

定時株主総会 

(平成30年6月28日開催) 
普通株式 1,393  5,571 平成 30年 3月 31日 平成 30年 6月 30日 

決議 
株式の 

種 類 

配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

定時株主総会 

(令和元年6月27日開催) 
普通株式  1,944 7,527 平成 31年 3月 31日 令和元年 6月 30日 
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（２）金融商品の時価に関する事項 

平成３１年３月３１日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、以下

のとおりであります。 
単位：百万円（単位未満切捨て） 

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

①短期貸付金 18,616 18,616 － 

②投資有価証券         － － － 

③関係会社株式         － － － 

④その他の関係会社有価証券 － － － 

⑤差入敷金 － － － 

⑥1年内返済予定預り保証金･敷金         － － － 

⑦長期借入金 （4,000）          （4,000） － 

⑧預り保証金・敷金         － － － 

  （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

   ①短期貸付金 

短期貸付金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

   ⑦長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(注 2）投資有価証券（貸借対照表計上額４５百万円）、関係会社株式（貸借対照表計上額５６百万

円）およびその他の関係会社有価証券（貸借対照表計上額１６,３５９百万円）は、市場価格

がないこと、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、②投資有価証券③関係会社株式④その他の関係会社有価証券

に金額を記載しておりません。 

(注 3) 差入敷金（貸借対照表計上額５４９百万円）、１年内返済予定預り保証金・敷金および預り

保証金・敷金（貸借対照表計上額２１,９８０百万円）については、主に賃料および修繕の担

保的な性格を有し、償還期限は賃貸借契約終了時であり、法的には契約期間満了時に返還請求

権が発生すると解されており、返還部分の将来キャッシュ・フローを見積ることが困難である

こと、および契約の自動延長が定められるなど、将来キャッシュ・フローの生じる時期が明確

でないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、⑤差入敷金 ⑥１年内

返済予定預り保証金・敷金⑧預り保証金・敷金に金額を記載しておりません。 

 

７．賃貸等不動産の時価等に関する注記 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項  

   当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地含む）を有しております。 

 

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 

単位：百万円（単位未満切捨て） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

112,703 261,977 149,274 

 (注 1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

(注 2)当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額であります。 

 

８．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の主な内容は、関係会社株式評価損と固定資産の減損の否認に係るものです。繰延

税金負債の主な内容は、固定資産売却益の繰延べに係るものです。（当期の評価性引当額は、   

１，４２９百万円であります） 
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９．関連当事者との取引に関する注記 
                                          単位 ：百 万 円 （単 位 未 満 切 捨 て）  

属性  名称  
議 決 権 の所 有

(被 所 有 )割 合  

関 連 当 事

者 との関 係  
取引 の内 容  取引 金 額 科目  期末 残 高 

親 会 社  
東京 ガス  

株式 会社  
なし  
(間 接 1 0 0 % )  

当 社 建 物

の賃貸等  

建物 賃貸  

(注 1 )   
11 ,503  

前 受 金 

預り保証金・敷金 

285  

13 , 066  

子 会 社  

パ ー ク タ ワ

ーホテル  

株式 会社  
所有 1 0 0 %  

当 社 建 物

の賃貸等  

役 員 の 兼

任  

資産 の譲 渡    (注 ２ )  

売却 代金  

 

 

1 , 270  

 

―  ―  

親 会 社 の

子 会 社  

東 京 ガスエン

ジニアリングソ

リューションズ

株 式 会 社  

なし 
当社 建物  

の賃 貸等  

建物 賃貸  

(注 1 )  
5 12  預り保証金・敷金 3 ,003  

株 式 会 社  

キャプティ  
なし 

当社 建物  

の賃 貸等  

吸 収 分 割 による事 業 の

承 継        （注 ３）  

承継 資産  

承継 負債  

承継 対価  

 

 

5 , 980  

26  

5 , 954  

― ―  

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注 1) 建物賃貸料については、建設費および市場価格を勘案し同社と交渉の上決定いたしました。 

(注 2) 資産の譲渡については、売却額を同社と交渉の上、適切な価格により決定いたしました。 

(注 3) 承継資産および負債は、分割日前日に付された適正な帳簿価額により承継しております。 

 

１０．１株当たりの情報に関する注記 

（１）１株当たりの当期純利益                  ２１，２５８円１９銭 

（２）１株当たりの純資産額                  ４１１，４５５円８４銭 

 

１１．企業結合に関する注記 

（１）会社分割（共通支配下の取引等） 

   当社は、平成３０年１０月１日付で、株式会社キャプティの不動産事業を、会社分割（吸収分

割）により、承継いたしました。 

①会社分割の目的 

グループ不動産の一元的な有効活用等を目的として、株式会社キャプティが運営している不 

動産事業を当社が承継するものです。 

②会社分割日 

平成３０年１０月１日 

③会社分割の法的形式 

株式会社キャプティを分割会社、当社を承継会社とする吸収分割 

④その他の事項 

承継資産：５，９８０百万円 

承継負債：   ２６百万円 

承継対価：５，９５４百万円 

新株式の発行・交付等：当社の普通株式８，２５２株を発行し、交付しております。 

⑤実施した会計処理の概要 

    「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

 

１２．重要な後発事象に関する注記 

（１）吸収合併（共通支配下の取引等） 

   当社は、平成３１年３月１８日開催の臨時株主総会の決議に基づき、平成３１年４月１日を効

力発生日として、東京ガス不動産ホールディングス株式会社、および東京ガス用地開発株式会社

を吸収合併いたしました。 

・東京ガス不動産ホールディングス株式会社との合併 

  ①合併の目的 

    グループ不動産の所有・管理の一元化による意思決定の迅速化や業務の効率化を図り、不動
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産事業をグループの収益の柱へと成長させることを目的としております。 

  ②企業結合日 

    平成３１年４月１日 

  ③合併の法的形式 

    親会社である東京ガス不動産ホールディングス株式会社を消滅会社、当社を存続会社とする

吸収合併 

  ④合併後企業の名称 

    東京ガス不動産株式会社（東京ガス都市開発株式会社からの商号変更） 

⑤自己株式の取得 

取得する株式の種類：普通株式 

取得する株式の総数：２５０，０４８株（発行済株式総数に対する割合９６.８％） 

取得する株式の価額：１３，４７２百万円（東京ガス不動産ホールディングス株式会社が 

計上している帳簿価額） 

取得方法：上記吸収合併に伴う自己株式の取得 

⑥その他の事項 

被合併企業の直前事業年度の財政状態及び経営成績は以下の通りです。 

 売上高    １，５５２百万円 

 当期純利益  １，０７６百万円 

 総資産   ２０，２８０百万円 

 純資産   ２０，２１６百万円 

新株式の発行・交付等：新株式の発行および金銭等の交付は行っておりません。 

  ⑦実施した会計処理の概要 

    「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

 

・東京ガス用地開発株式会社との合併 

  ①合併の目的 

    グループ不動産の所有・管理の一元化による意思決定の迅速化や業務の効率化を図り、不動

産事業をグループの収益の柱へと成長させることを目的としております。 

 ②企業結合日 

    平成３１年４月１日 

  ③合併の法的形式 

    子会社である東京ガス用地開発株式会社を消滅会社、当社を存続会社とする吸収合併 

  ④合併後企業の名称 

    東京ガス不動産株式会社（東京ガス都市開発株式会社からの商号変更） 

⑤その他の事項 

被合併企業の直前事業年度の財政状態及び経営成績は以下の通りです。 

 売上高    ２，２４０百万円 

 当期純利益 １９，７１６百万円 

 総資産   ９０，３４１百万円 

 純資産   ５６，５０２百万円 

新株式の発行・交付等：新株式の発行および金銭等の交付は行っておりません。 

 ⑥実施した会計処理の概要 

    「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

なお、これにより、翌事業年度において抱合せ株式消滅差益として５１，５０２百万円を特

別利益に、固定資産売却益修正損として４９，３４２百万円を特別損失に計上する予定であり

ます。 

 

（２）会社分割（共通支配下の取引等） 

当社は、平成３１年３月１８日開催の臨時株主総会の決議に基づき、平成３１年４月１日を効力

発生日として、当社保険事業を会社分割（吸収分割）により東京ガスリース株式会社へ承継いたし

ました。 

①会社分割の目的 
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当社が運営する保険事業をリース・クレジット事業等を営む東京ガスリース株式会社へ承継

し、一体運営することで、暮らしサービス事業（総合設備分野）への更なる貢献を実現するこ

とを目的としております。 

②会社分割日 

平成３１年４月１日 

③会社分割の法的形式 

    当社を分割会社、東京ガスリース株式会社を承継会社とする吸収分割 

④その他の事項 

承継資産：４０３百万円 

承継負債：３７６百万円 

承継対価： ２７百万円 

株式の受領：東京ガスリース株式会社の普通株式６００株を受領いたしました。 

なお、受領した普通株式については、平成３１年４月１日を基準日および効力発生日として、

東京ガス株式会社に現物配当として交付しております。 

 ⑤実施した会計処理の概要 

    「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

 

（３）自己株式の消却 

当社は、平成３１年４月２６日開催の取締役会の決議に基づき、平成３１年４月２６日を消却日

として、東京ガス不動産ホールディングス株式会社との合併に伴い取得することになった自己株式

の消却を行いました。 

①自己株式の消却を行う理由 

資本効率の向上を図るため 

②消却する株式の種類 

   当社普通株式 

③消却する株式の総数 

２５０，０４８株（発行済株式総数に対する割合９６.８％） 

 ④消却日 

平成３１年４月２６日 

⑤消却後の発行済株式総数 

８，２５２株 

 

１３．追加情報 

   当社は、平成３１年４月２４日開催の臨時株主総会の決議に基づき、令和元年６月１日を効力

発生日として、東京ガス株式会社の不動産事業の一部を、会社分割（吸収分割）により当社へ承

継する予定です。 

①会社分割の目的 

東京ガス株式会社が保有する主に不動産賃貸事業等の用に供する不動産およびこれに関わ

る開発、保有、維持、管理、運営、賃貸借、売買等の不動産事業を当社が承継することで、保

有と管理の一元化による業務効率化を進めるとともに、一層の外部収益の獲得を図ることを目

的としております。 

②会社分割の予定日 

令和元年６月１日 

③会社分割の法的形式 

    東京ガス株式会社を分割会社、当社を承継会社とする会社分割（吸収分割） 

④その他の事項 

  承継資産、承継負債等は算出中です。 

新株式の発行・交付等：新株式の発行および金銭等の交付は行いません。 

 

 

 

 



独立監査人の監査報告書

令和元年 5月 24日

東京ガス不動産株式会社

取締役会 御中

有限責任 あず さ監査法人

堤囁鼻祭講 畳公認会計士

墾毛昇鋸亮犠伊畳公認会計士
ノ彿
＼守 Bみ

期 入ラ

当監査法人は、会社法第436条第 2項第 1号の規定に基づき、東京ガノ、不動産株式会社 (旧 社名東京ガス

市開発株式会社)の平成30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行つ

た。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠 して計算書類及びそ
の附属明糸Ⅲ書を作成 し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類及びその附属明細書を作成 し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施 した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠 して監査を行つた。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること

を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施 される9監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤診による計算書類及びその附属明細書の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応 じた適切な監査手

続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成 と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用 した会計方針及びその適用方法並びに経営者によつて行われた見積 りの評価も

含め全体 としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎 となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準例 して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示 しているものと認める。

強調事項

個別注記表 12.重要な後発事象に関する注記 (1)吸収合併 (共通支配下の取引等)に記載されていると
/お

り、会社は平成31年 4月 1日 に東京ガス不動産ホールディングス株式会社及び東京ガス用地開発株式会社
と合併 した。また、13.追加情報に記載 されている通り、会社は令和元年 6月 1日 に東京ガス株式会社の不

動産事業の一部を会社分割により承継する予定である。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社 と当監査法人又は業務執行社員 との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上



監 査 報 告 書

私は、平成 30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 までの、第 28期事業年度の取締役の職務の執行を監査

いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1.監査の方法及びその内容

監査役は、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしまし

た。

② 会社法施行規則第 100条第 1項及び第 3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当

該決議に基づき整備されている体制 (内部統制システム)、 及び、その構築・運用の状況について、取

締役及び使用人等から必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会社法施行規則第 118条第5号イの留意した事項及び同号口の判断及ひ理 由については、取締役会

その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第 131条各

号に掲げる事項)を整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類 (貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたしました。

2.幣杏の結果

(1)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ませれ

③ 内部統制シス冴ムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さ

ないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断

及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人の監査の方法及び結果イま本日当であると認めます。

東京ガス不動産株式会社

(旧社名 東京ガス都市開発株式会ネ上)

令和元年 5月 31日

監査役  行本 一男

鰺


